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高校教育指導課
担当名: 学びの改革担当
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会計

P16 教職大学院等派遣研修事業 一般会
計

教育費 教育総
務費

項
教育連絡調整
費

教員研修費
番号 事業名

事 業
期 間

平成21年度～ 根 拠
法 令

教育公務員特例法
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針路 05
分野施策 0504

１　事業の概要 ５　事業説明
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　学校教育の抱える課題が複雑化・多様化する中で、確
かな指導理論と実践力、応用力を備えた教員の育成が求
められている。
　県教委が指定した教員を、高度専門職としての教員育
成を目指し設立された教職大学院等に派遣することによ
り、学校教育の中核として活躍できる人材を育成し、県
公立学校の教育力の向上を図る。
　
　教職大学院等派遣研修事業　　　1,623千円

（１）事業内容
　　　教職大学院等派遣研修事業　　　1,623千円
　　　　県が指定した教員を教職大学院等へ1年間派遣し、教育課程や教科指導、組織マネジメント力など現在の多様な
　　　教育課題に対する深く幅広い専門知識を身に付け、学校や地域の指導者として活躍する人材を育成する。
（２）事業計画
　　　今日的な教育課題に各学校で組織的に対応するため、複数年をかけて各専門分野で確かな指導理論と実践力、
　　応用力を備えた中核教員を育成することを通して、研修成果について各学校、教員への普及及び所属等での連携
　　・実践等に活用しながら、実践の中核を担う教員を確保し、各学校の主体的、組織的な対応力や県全体の指導力
　　向上に寄与する。
（３）事業効果
　　ア　研修後の活用
　 　(ｱ)  教育行政に関わること、教育実践からみた今日的な教育課題に対する方策などの研修を生かし、県立学校
　　　　の再編整備や人事行政担当、または各分野で高い専門的な知見と実践力を有する各学校や地域での指導者と
　　　　して活躍。
　　 (ｲ)  学校組織マネジメント、学校と教育委員会による教育創造などの研修を生かし、指導行政や人事行政の分
　　　　野等、県全体の教育施策の企画立案において活躍。
　 　(ｳ)  カリキュラムの開発の理論や実践、今日的な教育課題の解決に関わる研修を生かし、各学校等で先進的な
　　　　取り組みを行う管理職や中核教員として活躍。
　　イ　研修課題
　 　(ｱ)  「新学習指導要領をを意識した円滑なカリキュラムマネジメントの在り方について」
　 　(ｲ)　「日本語教師の知識・技能の習得及び日本語教育支援の充実」
　 　(ｳ)　「教科『情報』の指導法と新しい学習体験を提供する学習支援システムの研究」
　　【活動指標(アウトプット)】
　　　・東京学芸大学教職大学院、ヒューマンアカデミー大宮校(日本語教師養成講座)、電気通信大学に各１名ずつ
　　　　各専門分野での確かな指導理論と実践力、応用力を備える教員を育成しながら、県や学校での実践を通して
　　　　研修成果を還元する。
　　【成果指標(アウトカム)】
　　　・各専門分野で確かな指導理論と実践力、応用力を備えた中核教員を中心として、複雑化、多様化する教育課題

２　事業主体及び負担区分
(県10/10)

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×0.1人＝950千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
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決定額 1,623

前年額 1,582 1,582
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未来を創る子供たちの育成

1,623 41

質の高い学校教育の推進



 

事業名

単位事業名 予算額 1,623千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 1,623 41

合計 1,623 41

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

役務費 31 0 検定料

負担金、補助及び交付金 1,592 41 授業料、入学金、諸会費、入学選考手数料

合計 1,623 41

事業内訳書

教職大学院等派遣研修事業

教職大学院等派遣研修事業

主な内容

主な内容


